（様式３号）

参加資格確認書

尼 崎 市 長　様

⑴　仕様書に定める業務について業務遂行能力を有し、適正な実施体制を有すること。
⑵　個人情報保護法、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）、尼崎市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和5年尼崎市条例第9号）、尼崎市情報セキュリティ対策基準その他の個人情報の保護及び情報セキュリティに関する関係法令（尼崎市の条例等を含む。）及び仕様書等の定めを遵守すること。
⑶　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないこと。
⑷　本市から指名停止措置（入札参加停止措置）を受けていないこと。
⑸　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申し立てがなされていないこと。
⑹　自己又は自社の役員等暴力団（尼崎市暴力団排除条例（平成25年条例第13号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（同条例第2条第3号に規定する暴力団員をいう。）もしくは暴力団密接関係者（同条例第2条第4号に規定する暴力団密接関係者をいう。）に該当しないこと。
⑺　自己又は自社の役員等に破産者及び禁固以上の刑に処せられている者がいる団体ではないこと。
⑻　特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体ではないこと。
⑼　宗教や政治活動を目的とした団体ではないこと。
⑽　所得税又は法人税、消費税及び地方消費税、県税、市民税等を滞納している団体ではないこと、かつ代表者がこれらの税金を滞納している団体ではないこと、個人においてもこれらの税金を滞納していないこと。
⑾　本事業を受託した場合において、契約等の行為を行う者を会社の代表者からそれ以外の者（代理店など）に委任する場合には、受任者も上記⑴～⑽の要件を満たしていることを、本事業受託者の責任において確認すること。(※)
当社は、上記の参加資格要件を確認し、すべて満たしていることを誓約します。

令和　　　年　　　月　　　日　　
（応 募 者）

所在地
法人等名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　印
※契約等の行為を第三者に委任する予定がある場合は、当該受任者の情報を、支障のない範囲でご記入ください。【受任者情報】 （以下の情報については、予定段階の情報を含むものとし、契約後の変更を可とする）
	所在地
	〒

	委任する予定の行為(該当項目にﾁｪｯｸして下さい)
□ 契約を締結すること
□ 市からの問い合わせや報告の対応

□ 市民からの問い合わせ対応
□ その他（内容：　　　　　　　　　　 　）
         （内容：　　　　　　　　　　 　）

	法人等名称
	
	

	代表者氏名
	
	

	電話番号
	
	

	FAX番号
	
	

	メールアドレス
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